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【１】高速電力線通信の市場規模

・高速電力線通信のEMS（電子機器製造受託）
メーカ情報では、
2013年で1000万～2000万台/年の出荷で、
その過半数が欧州市場と推測される。

・電力線通信のグローバル市場は、2020年に、
4363億ドル※と予想される。

(※低速PLC＋高速PLCの合計)

← 出展：
ttp://www.strategyr.com/MarketResearch/Power_Line_Co
mmunications_PLC_Systems_Market_Trends.asp

高速電力線通信のグローバル市場規模

高速電力線通信の日本国内市場規模

・2013年以降は、業務用市場が増加してきたが、
機器のIoT化に向けては、一般家電機器への組み込み要望が出てきており、
再び民生市場でも注目されてきている



【２】 日本国内における高速電力線通信活用事例

①スマートメーター、BEMS（Building Energy Management System） [p.5]

・一括受電新築分譲マンション用の電力ＡＭＩ(Advanced Metering Infrastructure) 

・外食レストラン、コンビに向け電力デマンド空調制御

②IP監視カメラ [p.6]

・エレベータ籠内

③工事現場、ＦＡ（ファクトリー・オートメーション）のＭ２Ｍ・ＩｏＴ化 [p.6]

・ＦＡメカ設備の遠隔リモート制御

④ビル・店舗・マンションのＩＴ化 [p.7]

・スマートガイド（ＬＥＤ照明誘導手すり）
・ＦＡメカ設備の遠隔リモート制御
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サマリ 【２】日本国内における高速電力線通信活用事例
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国内における高速電力線通信活用事例(1/3)

スマートメータ、BEMS

一括受電新築分譲マンション用に
電力ＡＭＩ稼動開始

地上16階130戸に高速PLC内蔵ＡＭＩ
スマートメータに活用

ＭＥＭＳアグリゲーションサービスを開始

外食レストラン、コンビに向け
電力デマンド空調制御に活用

地下配線工事費の大幅削減により
設備導入費償却の短縮化に貢献！

BEMS（Building Energy Management System）
AMI (Advanced Metering Infrastructure)
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国内における高速電力線通信活用事例(2/3)

ＩＰ監視カメラ

エレベータ籠内監視カメラへ活用
トラベリングケーブル内電力線を活用

軽量化による高速運転、画質改善に貢献

分電盤

単相
100Ｖ
200Ｖ

シーケンサ
制御２Ｆ

１Ｆ 管理者事務所

工場現場

ＰＬＣ
ｱﾀﾞﾌﾟﾀ

ＩＯＴセンサＩＯＴセンサ

電

源

ラ

イ

ン

ＦＡメカ設備の遠隔リモート制御、
設備配置換え時の通信再配線容易化に活用

工事現場、ＦＡ※のＭ２Ｍ・ＩｏＴ化
(※ファクトリー・オートメーション)
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国内における高速電力線通信活用事例(3/3)

ビル、店舗、マンションのＩＴ化

既設の集合住宅・賃貸マンション向け
セキュリティシステム(ビデオインターホン)

ＰＬＣ内蔵
炎センサー

ＰＬＣ内蔵コントローラー

火災発生
Fire 

outbreak

EXIT

「HD-PLC」

手すりＬＥＤ連動

スマートガイド
(LED照明点滅制御

→光の流れで避難誘導)

「スマートガイド：ＬＥＤ照明誘導手すり」
と 炎センサー間のＭ２Ｍに活用

集合玄関にオートドアロックが設置されてない既設集合住宅向け
◎通信工事費のコスト低減 ◎工期短縮



【３】 欧州の状況

（１） 欧州における高速電力線通信規制
①In House 系レギュレーション CENELEC EN50561-1 [p.9～]

・恒久的周波数除外機能の必須要件化（アマ無線帯域、航空無線帯域） [p.10]

・動的周波数除外機能(ダイナミックノッチ)の必須要件化（短波放送帯域） [p.9]

・動的パワーマネージメント機能の必須要件化

②アクセス系レギュレーション [p.11]

・2017年現在、規制は無い。
・Committee Recommendation：「干渉無きよう」「当事者で協議しつつ」使用。

（２） 欧州における高速電力線通信の活用事例
①ドイツの高速PLC施工会社PPC社による施工事例 [p.12～]

・BPL(Broadband Power Line)で街中のスマートメータを結び、エナジーマネージメント。
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周波数レンジ MHz 制限値 dB(uV)

準尖頭値 平均

0.15 –0.50 66 –56 56 - 46

0.50 - 5 56 46

5 - 30 60 50

EUTからAEの対称モードの挿入損失[dB] 10 20 ≦40

最大送信信号 dBuV(AV) 65 75 95

最大送信信号 dBuV(PK) 75 85 105

表1.伝導妨害波の制限値

表2. 1.6065MHz～30ＭＨz間の最大PLC送信信号レベル

2KHz

10KHz

20KHz

25dB

35dB

≧10KHz

56dB(μV)

図1. 動的に除外された周波数帯における条件

PLCポートにおける伝導妨害と通信信号の要件

一般要件
・恒久除外周波数範囲では表1.の制限値に従う
・動的除外周波数範囲では表1.の制限値に従うか、

動的周波数除外機能要件に従う
・動的パワーマネージメント機能によりPLCの

最大送信レベルは表2.の制限値に従う

動的周波数除外機能要件
・動的除外周波数範囲内に放送サービスを

検出したら、 15秒以内に検出した周波数帯への
PLC信号出力を禁止し、
隣接するチャネルへの干渉を避けるため
図1に示す規定に従うノッチを挿入する

・放送サービス停止後も上記状態は最低3分間は維持する.
・信号検知レベルは以下の条件を満足すること

-95dBm/9kHz以上
ノイズフロアレベルから14dB以上

・AC電源ポートにおける伝導妨害の要件
・ネットワークポートにおける伝導妨害の要件
・放射妨害の要件
⇒全てEN 55032測定条件によるClass B制限値に従う

In home BPLレギュレーション EN50561-1 要求仕様
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出展：CENELEC EN50561-1



表３ 恒久除外周波数帯域

除外周波数帯域（MHｚ） サービス

1.80-2.00 アマチュア無線

2.85-3.025 航空無線

3.4-4.0 航空無線、アマチュア無線

4.65-4.7 航空無線

5.25-5.45 アマチュア無線

5.48-5.88 航空無線

6.525-6.685 航空無線

7.00-7.30 アマチュア無線

8.815-8.965 航空無線

10.005-10.15 航空無線、アマチュア無線

11.275-11.4 航空無線

13.26-13.36 航空無線

14.00-14.35 アマチュア無線

17.9-17.97 航空無線

18.068-18.168 アマチュア無線

21.00-21.45 アマチュア無線

21.924-22.00 航空無線

24.89-24.99 アマチュア無線

26.96-27.41 市民バンド

28.00-29.7 アマチュア無線

表４ 恒久または動的除外周波数帯域

除外周波数帯域(MHz) サービス

2.30-2.498 放送

3.20-3.40 放送

3.90-4.05 放送

4.75-5.11 放送

5.75-6.20 放送

7.20-7.7 放送

9.30-9.95 放送

11.55-12.10 放送

13.55-13.90 放送

15.05-15.85 放送

17.40-17.90 放送

18.90-19.02 放送

21.45-21.85 放送

25.65-26.10 放送

EN50561-1 恒久的除外周波数帯域と動的除外周波数帯域
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出展：CENELEC EN50561-1
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欧州のアクセス系高速電力線通信規制

2017年現在、アクセス系高速電力線通信の規制はない。

2005年に、Committee Recommendationが出されており、
実際には、現地の短波利用者との話し合いのもと、
設置がなされているようである。

Committee Recommendationの概要
この勧告は、インターネットアクセスサービス、スマートメーターリングサービス、エネルギー管理サービスなど
の通信サービスをユーザーに配信するために使用されるアクセスBPLに適用される。
◦サービスオペレータが干渉がないことを現地で確認すること。これはex-post model と呼ばれている。
◦各国の当局は、通信の自由競争の促進のため、電力会社に不適切な規制があれば取り除く必要がある。
◦干渉問題が当事者同士で解決できない場合は、各国の当局は公平・公正に処理を行う。

詳細は、以下を参照
COMMISSION RECOMMENDATION of 6 April 2005 on broadband electronic communications through powerlines
http://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:32005H0292&from=EN
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欧州における高速電力線通信のアクセス系活用事例

ドイツの高速PLC施工会社PPC社による施工事例(1/2)：ハイデルベルグ市バーンシュタットの再開発

出展：https://www.efzn.de/fileadmin/Veranstaltungen/Goettinger-Energietagung/2017/19_Teigeler.pdf

総面積 116ha  
投資額 20億ユーロ
住民 約5000人

スマートメータ設置計画(～2017) 3000台
設置(2015年末) 1300台
スマートメータ契約(2014年末) 840件
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出展：
https://www.efzn.de/fileadmin/Veranstaltungen/Goettinger-
Energietagung/2017/19_Teigeler.pdf

ドイツの高速PLC施工会社PPC社による施工事例(2/2)：ハイデルベルグ市バーンシュタットの再開発

欧州における高速電力線通信のアクセス系活用事例

バーンシュタットにおける電力線を使用したデータ伝送

Broadband
Power Line 
(BPL)

エナジー
データ
サーバ

スマートメータリング
ゲートウェイ

BPLとIP 基幹網
のブリッジ

スマートメータ

出展：
https://www.metering.com/wp-
content/uploads/Claus_Damm.pdf

BPL (Broadband Power Line) の
メッシュ状ネットワーク



【４】 米国の状況

（１） 米国における高速電力線通信規制 FCC 04-245
①アクセス系レギュレーション [p.15～]

・伝導妨害波/放射妨害波の許容値規定 [p.15]

・恒久的除外帯域での送信禁止（航空無線帯域） [p.16]

・除外ゾーン内での使用禁止（電波天文、海岸局設備の周辺） [p.17～]

・現場測定は、３種の代表的な電力線取付環境で実施

②In House 系レギュレーション
・アクセス系レギュレーションと同様
・現場測定は、３軒の代表的な住宅環境で実施

（２） 米国における高速電力線通信の活用事例
①アクセス系利用者の登録データベース
・現状登録約１８０件あり http://web.archive.org/web/20160404084800/http://bpldatabase.org/listing
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サマリ 【４】 米国の状況
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米国のアクセス系高速電力線通信規制 FCC04-245

最新情報は下記参照
https://www.law.cornell.edu/cfr/text/47/part-15/subpart-G

高速電力線搬送通信に関する研究会報告書（平成17年12月）
（FCC 04-245 の日本語訳版） 抜粋

出展：FCC 04-245

FCC 04-245 原典 （表紙）

伝導妨害波の許容値規定
放射妨害波の許容値規定



航空(陸上)局及び航空受信機を保護するために、空中中電圧電力線を使用する
BPL アクセスオペレーションは table1 の周波数帯域では禁止される.
特にそのようなBPL システムはこれら帯域において搬送周波数をセットしないこと。
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FCC04-245  除外帯域

出展：FCC 04-245



Table 2. Exclusion zones for U.S. Coast Guard Coast Stations

17

出展：FCC 04-245

FCC04-245 除外ゾーン（一部）

除外ゾーンは Table2 及び2.1に記載された座標における海岸局設備の境界の1km以内の
BPLアクセスシステムのオペレーションを含む。
海岸局の除外ゾーン内においては、BPLアクセスシステムは2173.5-2190.5kHzの帯域内の
搬送周波数を使用しないこと。



除外ゾーンは、Allocation US311に記載された10個の超長基線電波干渉計
(Very Long Baseline Array)設備の座標の29km以内の空中中電圧電力線を使用するBPLアクセスシステムの
オペレーションを含む。
さらに、除外ゾーンはAllocation US311に記載された10個の超長基線電波干渉計設備の座標の
11km以内の空中低電圧電力線あるいは地下電力線を使用するBPLアクセスシステムのオペレーションを含む。

超長基線電波干渉計電波天文観測所の除外ゾーン内においては、BPLアクセスシステムは73.0-74.6MHzの
帯域内の搬送周波数を使用しないこと。
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FCC04-245 除外ゾーン（一部）

・ VLBI:超長基線電波干渉計設備(US311) 出展：47C.F.R § 2.106, Note US311

出展：FCC 04-245


